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１：Airbnbについて



Airbnbの
ウェブサイト

　　PCからブラウザでも、
携帯電話のアプリからも利用可能



● 宿泊

世界220以上の国・地域、 10万以上の都市で

800万件を超えるユニークな宿泊施設を掲載

今までになかった地域コミュニティ

そのものの体感を提供

Airbnbの仕組み
※2025年3月時点情報



Airbnbのグローバルでの展開について
※2025年3月時点情報



Airbnbの特徴

宿泊施設（ホスト）がゲストと地域をつなぎ、「交流型観光＝暮らすように旅をする」を

推進することで、観光コンテンツや大型宿泊施設が少ない地域でも、大きなチャンスがある

ゲスト

宿泊施設を提供

ホスト
地域を訪れる

地域のプレイヤー
飲食店、商工・観光業、農業等を営む



国・地方自治体・DMOとの包括連携協定

ホームシェアリングを活用した地域課題の解決を目的にパートナーシップを内閣府・地方自治体・DMOと締結

Source: 社内データ

  2024年8月 新潟県佐渡市

  2024年6月 北海道釧路市・釧路青年会議所

  2024年4月 愛媛県

  2024年2月 石川県

  2023年11月 東京都墨田区

  2023年4月 関西観光本部

  2022年10月 沖縄県石垣市

  2022年9月 大阪観光局

  2022年9月 長野県 
  2022年7月 大阪市商店会総連盟

  2022年6月 北海道清水町

  2022年4月 沖縄県読谷村

  2022年3月 内閣府沖縄総合事務局

  2021年11月 飯田市・南信州観光公社

  2021年9月 長野県辰野町

  2021年5月 長野県観光機構

  2021年4月 渋谷区観光協会

https://news.airbnb.com/ja/sadopartnership/
https://news.airbnb.com/ja/kushio_partnership/
https://news.airbnb.com/ja/ehime_partnership/
https://news.airbnb.com/ja/airbnb%e3%80%81%e8%87%aa%e7%84%b6%e7%81%bd%e5%ae%b3%e7%99%ba%e7%94%9f%e6%99%82%e3%81%ab%e3%81%8a%e3%81%91%e3%82%8b%e9%80%a3%e6%90%ba%e5%8d%94%e5%ae%9a%e3%82%92%e5%a2%a8%e7%94%b0%e5%8c%ba%e3%81%a8/
https://news.airbnb.com/ja/comprehensive_prtnership_agreement_with_kansai_tourism_bureau/
https://news.airbnb.com/ja/partnership_with_ishigaki_city/
https://news.airbnb.com/ja/partnership_with_osaka_convention_tourism_bureau/
https://news.airbnb.com/ja/airbnb-japan-nagano/
https://news.airbnb.com/ja/partnership_with_osaka_municipal_store_association_general_federation/
https://news.airbnb.com/ja/shimizutown_hokkaido_partnership/
https://news.airbnb.com/ja/partnership_with_yomitan_japan/
https://news.airbnb.com/ja/okinawa_workation_partnership/
https://news.airbnb.com/ja/iidacitypartnership/
https://news.airbnb.com/ja/japan-tatsuno-town-partnership/
https://news.airbnb.com/ja/airbnb_nagano_dmo_partnership/


２：Airbnb.orgについて



● 災害により影響を受けた住民や支援者に対する一時的な避難先や滞在先を提供する

米国の非営利法人 で、2020年に設立。

● Airbnb.orgは、独自の理事会を有する独立した非営利団体ですが、緊急事態発生時に

支援を必要とする方々のサポートにコミュニティからの寄付をより多くあてられる

よう、団体の運営費用は Airbnbが負担。

● Airbnb.orgは、人道危機や自然災害により避難を余儀なくされた方々に、一時滞在先を無

償または割引料金で提供。

● 支援の取り組みは、緊急事態の発生時に非営利団体と Airbnb.orgの連携を通じて

行っている。

160万泊 250,000人
提供した無償滞在の

延べ宿泊数

一時的な緊急避難先を

提供した人数
※2025年4月時点情報

http://airbnb.org


能登半島

地震

ブラジル・スペイン

洪水

カリフォルニア州

山火事



ロサンゼルスの山火事における支

援の事例

ロサンゼルスの山火事
ケーススタディ



● 3日間で20万人以上へ避難指示

● 火災発生後、8時間で支援を決定

（翌日に滞在費給付を開始）

● 避難所へ避難した人数：760人のみ

● Airbnb.orgは、現在までに38,869人へ滞

在費を給付（2025年1月28日時点）



● 山火事発生から7日以内に

25,000人以上の避難住民に

無償で7日間の避難滞在先を提供

● キッチン、バスルーム、洗濯機等

すぐに住める状態の多様な滞在先の

選択肢があるのが民泊の特徴

● 家族、ペット、妊産婦、支援自治体や支援

団体、ボランティアの滞在先

としても活用が可能



３：Airbnb.orgが提供する

災害時の支援について



日本で全国的な災害対策プログラムを設立

緊急避難先となる宿泊施設を 47都道府県で提供

国内の災害対応

で活躍する

NPO・NGOと

平時より

連携

災害時に

無償で
一時的な

避難場所を提供

全国で

24時間

365日
体制での支援が

実現可能



発災確認

自然災害等 政府・自治体からの支援が整うまでの間

緊急避難者、自治体職員、支援者に

民泊施設を滞在先として提供

自治体による宿泊施設

への協力呼びかけ

発災後1週間程度24時間以内

① 政府・自治体の二次避難スキームが確立されるまでの緊急支援（※） ② 二次避難スキーム

Airbnb.orgが提供する支援と
タイムライン

Airbnb.orgによる

被害状況分析・

支援の確定

支援確定

※ 自治体による宿泊施設との連携体制が整い、実際の避難支援が開始されるまでの間、

Airbnb.orgが支援団体と連携し、一時的な避難支援を行うことを想定しています。

http://airbnb.org


Airbnb.orgとAirbnbが支援する対象者

避難者
現地支援に入る

支援団体



Airbnb.org 連携支援団体

避難者Airbnbホスト

⓪平時からの連携

②避難が必要な
    避難者を特定

①避難者の

受け入れ

協力呼びかけ
④滞在先を予約できる
　 クレジットを付与

⑤ 付与されたクレジットで予約

Airbnb.org の活用とその仕組み： 避難者向け支援

③特定した避難者情報共有

⑥ チェックイン情報の提供

⑦寄付金を基に滞在費

（クレジット使用分）支払い  
※ 仲介料免除

※連携支援団体については後で説明



1. 連携支援団体により緊急避難が必要な避難者の選定

2. 避難が必要な避難者の情報

（Airbnbアカウントに紐づくメールアドレス）をAirbnb.org

へ連絡

3. 避難が必要な避難者へ、Airbnbで予約ができる

クレジットを付与

4. クレジットを受け取った避難者がAirbnb上で

滞在先を予約・滞在

避難者向け

の支援



連携支援団体が Airbnb.orgを通じて支援する避難者の要件

● 避難を余儀なくされた被災者であること

● Airbnbアカウントを持っていること（または、作成することができること）

● 過去に重大な不正行為や暴力等の履歴がないこと

● 被災前からホームレスの状態でないこと

Airbnb.orgを通じた滞在支援を優先することが好ましい例：

● 大きな避難所で大勢と一緒に避難生活を送るのが困難な方々。

例えば、妊産婦、ペット連れ、ご年配の方、持病をお持ちの方、など。



Airbnb.org 連携支援団体

支援団体職員Airbnbホスト

⓪平時からの防災連携

②現地に支援に入る

支援団体職員の選定

①平時からの

避難者の受け入れ協

力呼びかけ

⑦寄付金を基に滞在費

（クレジット使用分）支払い  
※ 仲介料免除

④ 支援団体職員が滞在する

宿泊施設をクレジットで予約

Airbnb.org の活用とその仕組み： 支援団体向け

⑤ チェックイン・滞在

⑥ チェックイン情報の提供

③ 滞在先を予約できる
クレジットを付与 ※連携支援団体については後で説明



1. 被災地に入り支援をする職員向けの滞在先提

供の協力

2. 予約することができるクレジットをAirbnb.orgか

ら連携支援団体へ付与

3. クレジットの費用は、Airbnbや一般からの寄付

から拠出

4. 連携支援団体が被災地の滞在先をAirbnb上で

予約し、クレジットを使用し滞在

支援団体職員

向けの支援

http://airbnb.org


ジャパン・
プラットフォーム

● 会員団体における
被災地支援者向けに
滞在先を提供

ピースウィンズ・
ジャパン

● 緊急対応職員向けに
滞在先を提供

● 緊急避難が必要な方を特定し
滞在先確保支援

ピースボート
災害支援センター

● 社会福祉協議会等と連携した
避難者情報の収集

● 避難者の滞在先確保支援

連携支援団体

※2025年6月時点での連携状況に基づく。引き続き他団体とも連携構築予定。



4：自治体の皆さまと連携し

二次避難支援をする場合に検討すべき事項



発災確認

自然災害等 政府・自治体からの支援が整うまでの間

緊急避難者、自治体職員、支援者に

民泊施設を滞在先として提供

宿泊施設への

協力呼びかけ

発災後1週間程度24時間以内

① 政府・自治体の二次避難スキームが確立されるまでの緊急支援（※） ② 二次避難スキーム

緊急避難後の中長期的な二次避難の支援に関して

Airbnb.orgによる

被害状況分析・

支援の確定

支援確定

※自治体による宿泊施設との避難支援連携が固まり、

支援が開始されるまでの期間を支援する取組みとして活動することを想定。

http://airbnb.org


検討・協議

すべき主な論点

（例）

● 民泊施設数・位置の把握（管轄部署との確認）

● 民泊施設への避難者の特定・優先順位に関して

● 民泊施設へ避難した住民の避難生活支援の方法

● 地域・現場を把握した支援団体（例：社会福祉協議会

等）との平時からの連携

● 協力宿泊施設への協力金や、災害救助法が適用

された場合の請求方法の確認

● その他

※ 自治体の皆さまがもつ二次避難の支援の中に、 Airbnb掲載の施設やその事業者様と連携する

　場合は、上記のような論点について平時から協議し準備する必要があります。



その他のお問い合わせや具体的な連携に

関するご相談は、下記までご連絡ください。

Airbnb Japan 株式会社 公共政策本部
Email: pjapan@airbnb.com




